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第 8 章 補助金：制度改革の課題と展望 





として、第 2 移行期（2013 年 7 月～2015 年末まで）を直接の対象としつつ、この背景とな







スローガンが首都カイロの中心タハリール広場で高らかに掲げられた「1 月 25 日革命」以
降、「経済発展と社会的公正」が社会の中心的議題として熱く語られてきた。
「1 月 25 日革命」以降、エジプトは大きな歴史的政治変動を経験してきた。すなわち、
国内的には 2 度の大統領選挙と 2 度の憲法改正、選挙で選ばれたムルスィー大統領の失脚
と軍事介入、その後のムスリム同胞団への弾圧、対外的にはシリア、イラク、パレスチナ、
そしてリビア等の周辺地域において長引く紛争と不安定情勢の継続、そしてエジプト国内
の治安への影響である。「1 月 25 日革命」直後の「経済発展と社会的公正」という議題は全

























における補助金問題を確認する。第 3 節と第 4 節で、この制度の 2 つの大きな柱である燃
料と食料への補助金制度改革の内容の整理と検証を行い、最後に今後の展望を述べる。
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と対象品目の拡大や量の増加でこの危機に対応しようとした（図 1 参照）(6)。「1 月 25 日革
                                                   
(5) 補助金付き食料品の品質悪化を伴う手法は、裨益者の選別手法の一つ「セルフ・ターゲティ
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より、配給券保有者の正確な把握が進んでいるようである。2016 年以降は CAPMAS のウェブ
サイトでも発表されるようになってきている。 
(7) 2014 年 3 年 10 月、CAPMAS 人口センサス部長アーマール・アリー・ヌールッディーンから
の聞き取りによる。 
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ら「1 月 25 日革命」直後までは「社会連帯省」）(9)とその実施機関である物資配給庁（General 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 

















省、中央統計局（CAPMAS）、実施を担当する IT 企業等との連携によっている。 
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てきた燃料補助金は、2014 年以降 5 か年計画で段階的に削減されているが、補助金支出全
体に占める比率は依然大きく（2013/14 年の図 6 参照）、これは保健医療やインフラ整備へ
の投資等、他の全項目を合わせた総額よりも大きい。
(出所) エジプト財務省（2015, 2016, 2017）より筆者作成 
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 2014 年 7 月初め、エジプト政府は大幅なエネルギー補助金削減を発表した（土屋 [2014], 
長沢 [2015]）。燃料費の 40～80％、電力で 20％の値上げである。この政策内容は革命前
の内閣以来準備されてきたが、社会的影響に配慮して、歴代内閣が実施に踏み切れなかった
ものである。この大幅削減の実施は、2014 年 6 月のスィースィー大統領就任と同時期の全
国的な愛国心の高まり、ムスリム同胞団に対するネガティブ・キャンペーン真最中の時期に
なされた。ある種「ショック・ドクトリン」的な実施であったが、深刻な財政負担を理由に
燃料補助金の削減が正当化され、2013/2014 年度以降大きく減少した（図 7 参照）。 
これに先立ち、2013 年 6 月、同年 7 月に軍の介入で失脚させられることとなったムルス
ィー政権下において、内務省との協力の下、燃料用のスマートカード（写真 1 と 2 参照）の
導入（同年 7 月からディーゼル、8 月からガソリン）の順次開始の予定が報じられていた
（Ahram Online 2013 年 8 月 7 日付）。軍事介入による政権交代でこの計画は実行されず
に終わったが、同年 10 月の報道によると、建設業や通信産業、病院、ホテル、観光リゾー
トの分野で燃料の大量消費者である 1,000 社を選択し、燃料補助金用スマートカードが配
布されたという（Ahram Online 2013 年 10 月 15 日付)。 
 
(出所) エジプト財務省 (2013)  
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3.2 IMF の提言とエジプト政府の説明 
 
国際通貨基金（IMF）を中心とする国際機関は、長年、エジプトをはじめとする中東各国
の燃料補助金削減を提言してきた。IMF は 2015 年 2 月、2014 年 4 条協議に関するスタッ
フレポートの中で、今後 4～5 年間で燃料補助金を撤廃するのであれば年間約 20％ずつ値
上げをしていく必要がある、と指摘し、当時の国際石油価格を踏まえれば、より早い速度で
燃料補助金の撤廃を実現できる、とも提言していた（IMF [2015]）。これを受け、2014 年 7
月に公布された首相令では、今後の電力価格引き上げの予定を 2014/15 年度から 2018/19
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ィースィー体制に入ってからも、革命のキーワード「社会的公正」を用いて、燃料補助金削
減を正当性してきた。たとえば、2014 年 7 月 5 日の記者会見で、マフラブ前首相は「貧困
層の犠牲の上に富裕層に補助金を支出しているとすれば、一体どうやって政府は『社会的公
正』を実現できるのか」といった発言である（Ahram Online 2013 年 9 月 6 日付）。 
3.3 燃料補助金と低中所得者層への影響
2011 年「1 月 25 日革命」前後の 2010/2011 年の家計調査を元に、燃料補助金削減が子ど
もの貧困に与える影響に関する調査（UNICEF [2014]）によると、確かに所得層上位の人々
の方がガソリンへの補助金の恩恵を受けてきたことが窺える一方で、所得層下位の人々の







50 キロワットの月額電力使用量の値上げ率を最小（0.05LE から 0.075LE に値上げ）に設
定していたが、CAPMAS 世帯支出調査によると、実際の平均電力消費量は最貧世帯（下位
20％）でも 195 キロワット（0.12LE から 0.145～0.16LE に値上げ）、下位 40％が 210 キ
ロワット（0.19LE から 0.24LE に値上げ）であり、富裕層への値上げ率より高い、と批判
する(EIPR [2014])。
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
燃料補助金削減の貧困層への影響についての懸念に関連し、世界銀行は「エネルギーと社
会保障部門改革への技術支援」プロジェクトを 2013 年 6 月から 2016 年 6 月までの予定で



















 「1 月 25 日革命」後は、エジプトを対象とした縁故資本主義の実証研究が進んでいるが










                                                   
(12) なお、2017 年の実施報告によると、このプロジェクト終了予定日は 2018 年 7 月 31 日延期
されている。 
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備されてきたスマートカード（IC カード型新配給券）導入である（関連省令の資料 1 参照）。
新制度の実施は、国内通商庁長官だったハーレド・ハナフィー氏が配給・国内通商大臣に就
任した 2014 年春、ポート・サイードから始まり、全国へ拡大していった（資料 1 参照）。 
スマートカードはデビットカードのようなものである（写真 3 と写真 4）。カード保有者
は毎月 1 人当たり 15 エジプト・ポンドまで補助金対象の食料品目から好きなものを購入す
ることができる、という仕組みである。カードは世帯毎に支給され、世帯人数分の金額が支
給される。4 人家族なら毎月 60 エジプト・ポンドの食料品を購入することができた。長い
準備期間を経て導入されたスマートカードであったが、燃料補助金の削減や為替レートの
自由化を背景にした物価上昇の中、その後チャージ金額と品目において徐々に拡充をみる














の 20 品目から 30 品目に増加し、その後も段階的に増加していった。この結果、食料補助
金支出はスマートカード導入前の 2012/13 年度の約 325 億エジプト・ポンドから 2015/2016
年度の約 427 億エジプト・ポンドへとむしろ増加した（財務省月報各月）(13)。 
写真 3：スマートカード読み取り機 写真 4：購入後に渡されるレシート 
スィースィー政権下の食料補助金制度改革の中での重要な変化として、補助金付きエイ
シュ・バラディの購入にもスマートカードが必要となったことがあげられる。カード保有者
は従来の価格（1 枚 5 ピアストル、20 枚で 1 エジプト・ポンド）で購入できるが、保有し
ない者は割高の価格で購入することとなった。これまで配給券を持たない外国人ですらエ
イシュ・バラディを購入することができたが、スマートカード導入でこれは不可能となった。









(13) エジプトの会計年度は 7 月-6 月。食料補助金支出は歳出項目の「補助金支出」のうち「GASC
（物資配給庁）」への支出を参照。エジプト・ポンドでみるとかなりの増額であるが、各年度当
時の為替レートに換算してみると、ポンドの下落を反映して、2012/13 年度は約 50.46 億米ド
ル、2015/2016 年度は 42.23 億米ドルとなる（2013 年と 2016 年の 1 年間の平均値として 1 米
ドルあたりそれぞれ 6.45 ポンド、10.12 ポンドとして換算。なお、さらなるポンド下落を進め
た 2016 年 11 月 3 日付政府公表の為替レート自由化により、2016 年 12 月 29 日時点で 1 米ド
ル 18.06 ポンドにまで達した）。
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配給券を持つ資格があるのは、2009 年第 84 号省令によると、月収 1200LE（2009 年為
替レートで約 216 米ドル）ないし年金 750LE（同年約 135 米ドル）以下の者と規定されて
いたが、2011 年第 15 号省令により月収 1500LE（2011 年為替レートで約 253 米ドル）な
いし年金 1200LE（同年約 202 米ドル）へと修正された。なお、月収 1200LE というのは、
2008 年 2 月にエジプト・デルタ地帯の工業地域マハッラ・エル・クブラーで発生した一大
労働争議の中で労働者側から要求された最低賃金の額に由来する (金谷 [2012])。 
スィースィー政権下になって実施されたスマートカードについても同様な保有資格条件
が設定されている。裨益者の規模としては、2014 年 8 月に配給大臣が「この配給制度によ
り約 7000 万人の国民が恩恵を受けることになる」と発言したと報道されている（Daily 
News Egypt, 2014 年 8 月 25 日付）。エジプトの人口は 2015 年 3 月時点で約 8,816 万人を












                                                   




経費を割増申請したとされる（Reuter, 2016 年 3 月 15 日）。 
(15) エジプト政府機関である内閣府情報政策決定支援センターと世論調査センターの共同によ
るアンケート調査によると、2011 年 5 月時点で回答者数 801 名の配給券保有者のうち紙の配給
券を保有している者はわずか 6%で、残りの 94%は電子型のスマートカードに切り替えていたと
される（IDSC & POPC [2011,5]）。 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
4.3 新制度導入後初の不祥事：小麦の不正混入問題と二つの価格 
 
 スィースィー体制の形成期（2013 年 7 月～2015 年末）、鳴り物入りで実施された新補助
金制度であったが、1 年後には連続した不祥事が明るみに出ることとなった。2015 年 6 月
の小麦の不正混入問題と 2016 年に入ってからのスマートカードの不正利用事件である。こ
こでは前者の小麦混入問題を中心に考察する（後者に関しては注 14 を参照）。 
そもそも同一の商品に対して 2 つの価格があれば不正が発生しやすい。エジプトの小麦
流通過程でも長らく不正と腐敗の蔓延が批判されてきたが、この背景には政府介入による 2
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省管轄下の物資配給庁（GASC）が実施する。 




る」との発言を撤回し、「2014 年度収穫分として想定されていた 370 万トンを上回る 561
万トンが国内小麦として計算されているのは誤りである」と訂正した（Al-Maṣrī al-Yawm 
2015 年 6 月 4 日付）。最終的に、この問題は翌 2016 年 8 月のハナフィー大臣の引責辞任に




















(16) 翌年 2016 年 2 月、「小麦を栽培する農民への直接給付額が少なすぎる」との国内の反発でこ
の発表は撤回された。同年 4 月、新たな小麦混入防止策として、国内小麦の政府買取期間中は輸







































(17) 2014 年 3 月 5 日、カイロ大学ゴーダ・アブデルハーレク名誉教授からの聞き取りによる。同
教授は「1 月 25 日革命」後の暫定政権下で社会連帯・配給大臣を歴任、補助金制度改革の実施
に取り組んだ。
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【資料 1】新補助金制度に関する主要な配給省令（2014 年～2015 年）
2014年第178号 5 月 11 日 電力装置の測定器に関する省令
2014年第215号 6 月 26 日 スマートカードに係る省令（一部のみ）：
第 1 条第 3 項：スマートカードに登録される世帯人数に制限
はなく、1 人当たり月額 15LE が支給される。 
第 1 条第 4 項：ラマダン期間中は 7LE/人が追加支給される。 
第 2 条第 1 項：食品産業持株会社とその管轄下の会社が補助
金付き商品配給担当となる。
第 2 条第 2 項：他の卸売業者も政府固定価格に基づいて補助
金付き商品を取り扱うことも可能である。






第 3 条第 3 項：2014 年 8 月よりスマートカード使用による
売買に対し国民より 1LE、物資配給委員会より 1LE がカード
管理会社への管理費として支払われる。
2014年第237号 8 月 1 日 2014 年第 215 号の修正（補助金対象品目の価格の修正） 
2014 年配給省
告示












・ パン１枚の規定重量は 100 グラム（100 キロの小麦粉に
対し 1160 枚のパン製造）。




2014年第301号 10 月 21 日 1987 年第 483 号省令の修正および配給物資を取り扱う業者
に対する操業運営に際する諸条件（衛生状況、面積、冷蔵庫
装備、納税証明や保険証書等）。
2014年第312号 10 月 27 日 スマートカード使用の取引および配給物品取扱業者に関す
る覚書
2014年第340号 12 月 4 日 2014 年第 215 号および第 237 号の修正（補助金対象品目の
価格の修正）
2014年第349号 12 月 17 日 2014 年第 312 号の修正（スマートカード使用での取引およ
び配給物品取扱業者に関する覚書）
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